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OLTA ⼆者間ファクタリングサービス利⽤規定 
 
第 1 条（OLTA ⼆者間ファクタリングサービス利⽤規定の同意） 

当社が提供する債権譲渡⽅式によるファクタリングサービス（以下「本サービ
ス」といいます。）に係る契約締結のお申込みをされる前に、下記の契約条項をよ
くお読みいただき、ご同意の上ご利⽤いただくようお願い申し上げます。お申込み
いただいた場合には、下記の条項全てにご同意したものとして取り扱わせていただ
き、当社がお申込みを承諾したときには、申込者と当社との間で、この OLTA ⼆者
間ファクタリングサービス利⽤規定（以下「本規定」といいます。）に定める契約
条項による債権譲渡契約（以下「本契約」といいます。）が締結されたものとみな
します。また、当社が運営するウェブサイト（以下「当社ウェブサイト」といいま
す。）において別途利⽤規約等を定めている場合は、当該利⽤規約等についても同
様によくお読みいただき、ご同意の上でご利⽤ください。 

 
第 2 条（OLTA ⼆者間ファクタリングサービス利⽤規定の範囲） 
1. 本規定は、原契約に基づき申込者が取引先企業に対して有する⾦銭債権のうち、

申込者が買取を申し込んだ対象債権についての債権譲渡取引に対して適⽤されま
す。 

2. 当社が提供するサービスの利⽤に関して当社が別途定めるプライバシーポリシー
及び利⽤規約等（以下、本規定とあわせて「利⽤規約」と総称します。）は、本
規定の⼀部を構成するものとします。 

3. 本規定と本規定以外の利⽤規約の内容が異なる場合には、本規定の内容が優先し
て適⽤されるものとします。 

 
第 3 条（OLTA ⼆者間ファクタリングサービス利⽤規定の変更） 
1. 当社は、法令及び税制の変更、経済環境及び社会情勢の変動その他相当の事由が

あると認められる場合に、変更後の内容を利⽤者への通知、当社ウェブサイトで
の公表その他適切な⽅法により公表することにより、本規定を変更することがで
きるものとします。 

2. 変更後の本規定は、公表等の際に定める適⽤開始⽇より効⼒を⽣じます。 
 
第 4 条（定義） 

本規定及び本契約における⽤語の意義は、⽂脈上別義であることが明⽩である場
合を除き、次の各号に定めるところによるものとします。 
(1) 「申込者」 

本サービスに申し込む者をいい、本契約において譲渡⼈たる地位を有するも
のとします。 

(2) 「取引先企業」 
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申込者が対象債権の債務者として当社に申告した者をいい、本契約において
対象債権の債務者たる地位を有するものとします。 

(3) 「当社」 
OLTA 株式会社をいい、本契約において譲受⼈たる地位を有するものとしま
す。 

(4) 「申込⽇」 
申込者が、第 6 条第 1 項に定める⽅法で、当社に対して、対象債権の譲渡を
申し込む⽇をいいます。 

(5) 「買取⽇」 
第 6 条第 4 項に基づき、対象債権が申込者から当社に移転する⽇をいいま
す。 

(6) 「取引先の⽀払期⽇」 
対象債権の取引先企業から申込者に対する⽀払期⽇をいいます。 

(7) 「振込予定⽇」 
当社が申込者に対し、本契約に従い買取⾦額を⽀払う⽇をいいます。 

(8) 「原契約」 
申込者と取引先企業との間における、申込者による取引先企業に対する商品
⼜はサービスの提供を内容とする取引に係る契約その他の対象債権の発⽣原
因となる契約をいいます。 

(9) 「本件譲渡」 
本契約に基づく申込者から当社に対する債権の譲渡をいいます。 

(10) 「買取元本」 
当社が本件譲渡に基づき取得する各対象債権の元本額で、債権明細の「買取
元本」欄に表⽰された⾦額をいいます。 

(11) 「買取⾦額」 
当社が申込者に対して対象債権の譲受の対価として⽀払うべき代⾦⾦額をい
い、第 7 条第 1 項に従って定める⾦額をいいます。 

(12) 「回収⾦」 
申込者が第 12 条に定める当社からの委任に基づき取引先企業より対象債権の
全部⼜は⼀部の弁済（対象債権に係る遅延損害⾦の弁済を含みます。）とし
て受領した⼀切の⾦銭をいいます。 

(13) 「債権明細」 
当社ウェブサイト上で表⽰される対象債権の⼀覧その他の対象債権に関する
情報をいいます。 

(14) 「対象債権」 
申込者の取引先企業に対する⾦銭債権（税⾦、諸経費等に関する請求債権を
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含みます。）であって、本件譲渡の対象として債権明細に表⽰される⾦銭債
権（⾦銭債権の⼀部のみが本件譲渡の対象とされる場合は、当該⾦銭債権の
うちの当該⼀部のみを意味するものとします。）をいいます。 

 
第 5 条（本契約の⽬的） 

本契約は、申込者が対象債権を当社に譲渡し、当社がこれを譲り受けることを⽬
的とします。申込者及び当社は、本契約に基づく対象債権の移転を真正かつ有効な
譲渡とする意思を有することをここに確認します。なお、申込者は、本契約に定め
る場合を除き、対象債権以外、原契約上の権益（原契約上の地位を含むが、それに
限られません。）を当社に譲渡するものではありません。 

 
第 6 条（本件譲渡の成⽴） 
1. 申込者は、別途当社が定める⽅法に従い取引先企業及び原契約に関する情報その

他当社が定める情報（以下「取引関連情報」といいます。）を提供し、その他本
サービスの利⽤につき当社が指定する条件を遵守することにより、当社に対し対
象債権の譲渡を申し込むことができます。 

2. 当社は、申込者からの対象債権の譲渡の申込みがあった場合、申込者から提供さ
れた申込者に関する情報及び取引関連情報に基づき、債権の譲受の可否に関する
判断（以下「与信審査」といいます。）を⾏います。与信審査の結果、当社が当
該対象債権の譲受が可能であると判断する場合、当社はその旨及び取引条件を申
込者に通知するものとします。なお、申込者は当社のかかる与信審査について⼀
切異議を申し述べないものとします。 

3. 申込者が、前項の与信審査の通過に係る通知に記載された取引条件を承諾し、そ
の旨を当社所定の⽅法により当社に通知した場合において、当社が対象債権の譲
渡を承諾したときは、当該取引条件により、当社は対象債権を譲り受け、対象債
権は申込者から当社に譲渡されるものとします。 

4. 前項において当社が次条に従い買取⾦額を申込者に⽀払った時点において当該対
象債権が申込者から当社に対して移転するものとします。 

5. 申込者は、買取⽇までに、当社に対し、対象債権に係る原契約その他の関連書類
（書⾯⼜は電磁媒体）を引き渡すものとします。ただし、申込者が第 12 条に基づ
き回収業務を受任している場合には、申込者が書⾯で保有している原契約その他
の関連書類の引渡しは占有改定の⽅法によるものとします。 

  
第 7 条（買取⾦額の⽀払い） 
1. 買取⾦額及びその⽀払条件は、前条第 2 項の与信審査を通過した旨の通知に⼊⼒

された内容により定めるものとします。 
2. 当社は、次に掲げる事由による買取⾦額の⼊⾦不能、⼊⾦遅延等があっても、こ

れによって申込者に⽣じた損害について⼀切の責任を負わないものとします。 
(1) 災害、事変、裁判所等の公的機関の措置等やむをえない事由があったとき。 
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(2) ⾦融機関の振込システムに係る通信回線⼜はコンピュータ等の障害が⽣じたと
き。 

(3) 当社が振込⼿続を依頼した⾦融機関の責に帰すべき事由があったとき。 
3. 当社の申込者に対する買取⾦額の⽀払義務は、当社ウェブサイト上に表⽰される

振込予定⽇（ただし、振込予定⽇が変更された場合には、当該変更後の振込予定
⽇。）において、次に掲げる事項全てが満たされていることを条件とし発⽣しま
す。なお、以下の条件のいずれかが充⾜されないことにより、当社が申込者に対
する買取⾦額の⽀払義務を免れた場合において、当社は、これにより申込者に⽣
じた損害について⼀切の責任を負わないものとします。また、当社は、その裁量
により、以下の条件の全部若しくは⼀部を猶予⼜は放棄することができるものと
し、かかる条件の猶予⼜は放棄は、当社の権利（第 11 条に定める補償請求権を含
みますが、これに限られません。）に影響を与えないものとします。 

(1) 第 9 条に定める申込者の表明及び保証が当該表明保証時点において全て事実
に相違ないこと。 

(2) 第 10 条に定める申込者の遵守事項その他本契約に基づく義務が遵守されてい
ること。 

(3) 申込者において利⽤規約に定める利⽤停⽌等若しくは解除⼜はこれらの措置に
係る事由が⽣じていないこと。 

 
第 8条（本件譲渡の対抗要件） 

当社が請求するまでは、申込者は対象債権につき債権譲渡の債務者及び第三者対
抗要件の具備を留保することができます。ただし、この場合においては、申込者
は、本項をもって、本件譲渡に係る債務者及び第三者対抗要件を具備するための⼀
切の⼿続（取引先企業に対する通知を含みますが、これに限られません。）を⾏う
代理権を当社に付与するものとします。当社は、当社が必要と認めた場合、申込者
の承諾なくして取引先企業に対して本件譲渡に係る通知を⾏い、本件譲渡に係る債
務者及び第三者対抗要件を具備することができるものとします。この場合におい
て、申込者に損害、損失⼜は費⽤等が⽣じた場合であっても、当社は、かかる損害
等について責任を負わないものとします。 

 
第 9条（申込者の表明及び保証） 
1. 申込者は当社に対し、申込⽇及び買取⽇において、以下に掲げる事項が事実に相
違ないことにつき、表明及び保証します。 

(1) 申込者は、⽇本法に基づき適法に設⽴され有効に存在する法⼈⼜は⽇本に居住
し完全な権利能⼒及び意思能⼒を有する⾃然⼈であり、⾃⼰の財産を所有し、
現在遂⾏している業務を運営する権限を有していること。申込者は、本サービ
スを利⽤するにあたり、架空の名義⼜は他⼈の名義若しくは商号を使⽤してい
ないこと。本サービスを申し込んだ者について、当該申込後、解散若しくは合
併、会社分割、株式交換、株式移転、株式交付その他の組織再編が⾏われてお
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らず、⼜は、相続若しくは所在不明等の事実は発⽣しておらず、後⾒、保佐若
しくは補助開始の審判を受けていないこと。 

(2) 申込者は本契約を有効に締結し履⾏する権限及び能⼒を有していること。 
(3) 申込者は、原契約の締結及び義務の履⾏その他申込者の事業の運営に必要な許

認可を取得し、⼜は必要な届出を⾏っており、関係諸法令を遵守しているこ
と。 

(4) (i)申込者による本契約の締結及び履⾏は、申込者の⽬的の範囲内にあり、(ii)
申込者による本契約の締結及び履⾏について政府機関、裁判所、その他の第三
者により要求される全ての認可、承認を受け、若しくは届出を⾏っており、⼜
はその他の⼿続が必要とされる場合にはこれらをすでに履践しており、(iii)申
込者の定款、取締役会規則若しくはその他の社内規定上、必要とされる⼀切の
⼿続を履践していること。 

(5) 申込者による本契約の締結及び履⾏は、法令、規則、通達、命令その他の規
制、申込者の定款、取締役会規則その他の社内規則、⼜は申込者を当事者とす
る若しくは申込者が拘束される第三者との契約に違反するものではなく、か
つ、それにより抵当権、質権、先取特権その他の担保権を発⽣させるものでも
ないこと。 

(6) 申込者は申込者若しくはその財産に適⽤のある全ての法令その他の規制⼜は申
込者若しくはその財産を拘束する契約等に⼀切違反していないこと。 

(7) 申込者の会計処理に係る計算書類は、全て継続的に適⽤される⽇本の⼀般的な
会計原則に従って正当に作成され、申込者の財務状態及び損益状況等を完全か
つ正確に表⽰していること。 

(8) 申込者において税⾦及び社会保険料等の滞納や過誤等がないこと。 
(9) 申込者を当事者とする、(i)申込者の財務状況に重⼤な悪影響を及ぼすおそれの

ある、⼜は(ii)本契約の締結及び履⾏ならびに本契約により意図された取引の
有効性、適法性、強制⼒に悪影響を及ぼすおそれのある、如何なる訴訟、仲裁
及び⾏政上の⼿続きにも係属しておらず、またそのおそれもないこと。 

(10) 申込者において利⽤規約に定める利⽤停⽌等若しくは解除⼜はこれらの措置に
係る事由が⽣じておらず、またそのおそれもなく、その他申込者の財務・営業
状態に重⼤な悪影響を及ぼす事由が存在しないこと。 

(11) 申込者は、債権の譲渡の申込み及び取引条件の承諾の時点において⽀払の停⽌
若しくは破産⼿続開始、⺠事再⽣⼿続開始、会社更⽣⼿続開始、特別清算開始
その他これに類似する法的整理⼿続開始の申⽴てが⾏われておらず、申込者が
本契約を締結すること及び当社が申込者に本サービスを提供することが詐害⾏
為取消の対象とならず、かつ、申込者が知りうる限り、本契約の締結等につい
て詐害⾏為取消その他の異議を述べる第三者が存在せず、⼜は、そのおそれも
存在しないこと。 

(12) 本契約の締結及び履⾏に関して、申込者が当社に提供する情報（取引関連情
報、対象債権及び取引先企業に関する債権明細の各欄に表⽰される情報を含み
ますが、これに限られません。）は、書⾯によるものか否かを問わず、真実か
つ正確であること。 
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(13) 本契約は、その締結により、申込者の適法で有効かつ拘束⼒を有する義務を構
成し、その条項に従い執⾏可能なものであること。 

(14) 申込者、申込者の代表者、役員、及び申込者の実質的⽀配者（犯罪による収益
の移転防⽌に関する法律第 4 条第 1 項第 4 号に定める者をいいます。）等（以
下、総称して「代表者等」といいます。）は、以下の(i)ないし(xiv)のいずれに
も該当しないこと。 

(i) 暴⼒団 
(ii) 暴⼒団員 
(iii) 暴⼒団員でなくなった時から 5年を経過しない者 
(iv) 暴⼒団準構成員 
(v) 暴⼒団関係企業 
(vi) 総会屋等 
(vii) 社会運動等標ぼうゴロ 
(viii) 特殊知能暴⼒集団等 
(ix) その他上記(i)ないし(viii)に準ずる者 
(x) 上記(i)ないし(ix)に該当する者（以下、本号において「暴⼒団員等」と

いう。）が経営を⽀配していると認められる  関係を有する者 
(xi) 暴⼒団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有する者 
(xii) ⾃⼰、⾃社若しくは第三者の不正の利益を図る⽬的⼜は第三者に損害を

加える⽬的をもってするなど、不当に暴⼒団員等を利⽤していると認め
られる関係を有する者 

(xiii) 暴⼒団員等に対して資⾦等を提供し、⼜は便宜を供与するなどの関与を
していると認められる関係を有する者 

(xiv) 役員⼜は経営に実質的に関与している者が暴⼒団員等と社会的に⾮難さ
れるべき関係を有する者 

(15) 申込者、申込者の代表者等は、以下(i)ないし(iii)のいずれにも該当しないこと 
(i) 資産凍結等経済制裁の規制対象者 
(ii) ⽶国OFAC規制の制裁対象者 
(iii) 申込者の所在する国・地域が規制するマネー・ローンダリング、テロ資

⾦供与若しくは経済制裁関係法令等に抵触し、⼜は抵触のおそれがある
と合理的に認められる者 

3. 申込者は当社に対し、申込⽇及び買取⽇において、対象債権、原契約及び取引先
企業に関する以下に掲げる事項が事実に相違ないことにつき、表明及び保証しま
す。 

(1) 対象債権につき、決済⽅法が取引先の⽀払期⽇において⼀括現⾦回収されるも
のであること。 

(2) 申込者による原契約の締結⼜は原契約に基づく義務の履⾏が、法令⼜は公序良
俗に違反するものではないこと。 

(3) 申込者による原契約の締結⼜は原契約に基づく義務の履⾏につき許認可、届出
その他法令上の⼿続が必要な場合、その⼿続が完了していること。 

(4) 対象債権が、原契約に基づき発⽣し、弁済等により消滅することなく有効に存
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在しており、かつ申込者に有効に帰属する債権であること。 
(5) 対象債権が、申込者及び取引先企業の双⽅にとって⾃らの事業のための取引か

ら⽣じた債権であること。 
(6) 対象債権が、申込者及び取引先企業の双⽅において、債務不履⾏等の契約違反

の事実が⽣じていない債権であること。 
(7) 対象債権が、既に譲渡され若しくは質⼊その他の担保に供され、⼜はこれらの

予約がされている債権でないこと。 
(8) 対象債権が、他の債権者による差押⼜は滞納処分による差押を受けている債権

でないこと。 
(9) 対象債権が、⼿形⼜は⼩切⼿が振り出されている債権でないこと。 
(10) 原契約が無効、取消し⼜は解除されていないこと。 
(11) 対象債権につき、期限未到来の他にその成⽴、存続及び⾏使の障害となる如何

なる抗弁事由もないこと。 
(12) 対象債権が、性質上譲渡が想定されていない債権（給与債権を含みますが、こ

れに限られません。ただし、譲渡を禁⽌し若しくは制限する特約が付された債
権を含みません。）⼜は法令上譲渡が禁⽌されている債権ではないこと。 

(13) 対象債権に係る存在、帰属、⾏使について、第三者から訴訟の提起・異議の主
張を受けていないこと。 

(14) 申込者が知る限り、取引先企業に以下のいずれの事由も⽣じておらず、かつ、
そのおそれもないこと。 

(i) ⽀払の停⽌⼜は破産⼿続開始、⺠事再⽣⼿続開始、会社更⽣⼿続開始、
特別清算開始その他これに類似する法的整理⼿続開始の申⽴（⽇本国外
における同様の申⽴を含みます。）があったこと。 

(ii) 解散の決議を⾏い⼜は解散命令を受けたこと（取引先企業がその吸収合
併⼜は新設合併に伴って解散する場合を除きます。）。 

(iii) 取引先企業の全部⼜は⼀部の事業を廃⽌したこと。 
(iv) ⼿形交換所の取引停⽌処分⼜は株式会社全銀電⼦債権ネットワークによ

る取引停⽌処分若しくは他の電⼦債権記録機関によるこれと同等の措置
を受けたこと。 

(v) 取引先企業の重要な財産について仮差押え、保全差押え⼜は差押えの命
令若しくは通知（⽇本国外における同様の⼿続を含みます。）が発送さ
れたこと、⼜は保全差押え若しくは差押えの命令に係る送達を命じる処
分が⾏われたこと。 

(vi) 特定調停の申⽴（⽇本国外における同様の申⽴を含みます。）があった
こと。 

(vii) 取引先企業が原契約にもとづく債務以外の債務の全部若しくは⼀部につ
いて期限の利益を喪失したこと、⼜は第三者が負担する債務に対して取
引先企業が⾏った保証債務につき、履⾏義務が発⽣したにもかかわらず
その履⾏ができないこと。 

(viii) 事業を停⽌し、事業の停⽌・廃⽌を決定し、⼜は所轄政府機関等から業
務停⽌等の処分を受けたこと。 



OLTA 二者間ファクタリングサービス利用規定 

8 

 

(ix) 上記(i)ないし(viii)を除き、取引先企業の事業若しくは財産の状態が悪
化し、⼜は悪化するおそれがあり、債権保全のために必要であると相当
の理由をもって認められること。 

(15) 申込者が知る限り、取引先企業⼜は取引先企業の代表者等が架空名義、なりす
まし若しくは本条第 1 項第 14 号⼜は第 15 号記載のいずれかに該当しておら
ず、かつ、そのおそれもないこと。 

4. 申込者の前各項に定める事実の表明及び保証が当該表明保証時点において事実に
反していたことが判明した場合、当社は、かかる違反に関連し⼜は影響を受ける
と当社が判断した全ての対象債権について、本契約を解除できるものとし、その
場合には、申込者は当社に対し、本契約の対象債権に係る買取元本の⾦額を⽀払
うものとします。また、これにより申込者に⽣じた損害について、当社は責任を
負いません。本項に定める申込者の義務は、第 11 条に定める申込者の義務を排除
するものではありません。 

 
第 10条（申込者の遵守事項） 
1. 申込者は当社に対し、以下に掲げる事項を遵守することを誓約します。 

(1) 申込者に適⽤される全ての法令を遵守し、本契約の有効性、適法性及び強制執
⾏可能性を維持するために適⽤される法令において要求される全ての認可、許
可、通知、届出その他の⾏為を取得、保持、履践し、申込者⼜はその財産を拘
束する全ての契約を遵守すること。 

(4) ⽇本において⼀般に公正妥当と認められている会計基準に従い、全ての財務上
の取引、資産及び事業を完全かつ正確に⼊⼒した記録及び帳簿を保持するこ
と。 

(5) 原契約の定めるところに従い、原契約を誠実に履⾏すること。原契約につい
て、第 13 条第 6 項の規定に従うほか、対象債権に係る当社の権利に影響を及
ぼす変更、修正（元本⾦額、⾦利、返済⽅法、保証⼈、担保権に関する変更を
含むがこれらに限定されません。）を⾏わず、また対象債権について修正、放
棄、和解、期限の猶予をなし、その他の変更をしないこと。また、申込者が原
契約の変更⼜は修正を⾏った場合は、直ちに当社に対し通知すること。 

(6) 対象債権を第三者に譲渡し、担保を設定し、⼜は、将来において担保を設定す
る旨約し、第三者を参加させ、その他の処分を⾏わないこと。 

(7) 当社による事前の通知により、当社が、申込者の営業時間内において申込者の
営業所内に⽴ち⼊り、原契約、対象債権、及びこれに関連する書類、帳簿、記
録を閲覧し、謄写することを認め、かつ当社の要求に応じて対象債権に係る原
契約その他の関連書類（書⾯に限ります。）の現実の引渡しを⾏い、その他必
要な情報の提供を⾏うこと。 

(8) 当社の要求に従い、対象債権が当社に帰属すること⼜はその内容を争う訴訟そ
の他の⼿続（これがある場合には）に参加し、当社に必要な協⼒をなすこと。 

(9) 本契約に基づく義務の履⾏に悪影響を与える合併、営業譲渡若しくは事業譲
渡、重要な資産の譲渡、会社分割、株式交換、株式移転⼜は株式交付をしない
こと。 
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(10) 申込者⼜はその財産に課される全ての公租公課を⽀払い、免責を得ること。 
(11) 以下の各事由が判明した場合、当社に対しこれを報告すること。 

(i) 第 9条に定める申込者の表明及び保証のいずれかが当該表明保証時点に
おいて事実に反していたことが判明したとき 

(ii) 申込者が本項に定める遵守事項その他本契約に基づく義務の履⾏を怠っ
たとき 

(iii) 申込者に関し利⽤規約に定める解除事由が⽣じたとき 
(iv) 申込者に関し本契約に基づく義務の履⾏に重⼤な影響を与え得る訴訟、

調停、仲裁⼿続⼜は⾏政⼿続が開始されたとき 
(12) 当社が本契約の履⾏に関連する申込者に関する情報を合理的に要求したとき、

これに応じること。 
(13) 申込者⾃ら⼜は第三者を利⽤して以下の(i)ないし(v)のいずれかに該当する⾏
為を⾏わないこと。 

(i) 暴⼒的な要求⾏為 
(ii) 法的な責任を超えた不当な要求⾏為 
(iii) 取引に関して、脅迫的な⾔動をし、⼜は暴⼒を⽤いる⾏為 
(iv) ⾵説を流布し、偽計若しくは威⼒を⽤いて当社を毀損し、⼜は当社の業

務を妨害する⾏為 
(v) その他上記(i)ないし(iv)に準ずる⾏為 

(14) 申込者⼜は申込者の代表者等が、第 9条第 1 項第 14 号⼜は第 15 号記載のいず
れかに該当する者とならないこと。 

5. 申込者が前項に定める遵守事項その他本契約に基づき負担する義務の履⾏を怠
り、いずれかの事項に重要な違反をしていることが判明した場合、当社は、かか
る違反に関連し⼜は影響を受けると当社が判断した全ての対象債権について、本
契約を解除できるものとし、その場合には、申込者は当社に対し、直ちに本契約
の対象債権に係る買取元本の⾦額を⽀払うものとします。また、これにより申込
者に⽣じた損害について、当社は責任を負いません。本項に定める申込者の義務
は、第 11 条において定める申込者の義務を排除するものではありません。 

 
第 11 条（申込者による補償） 
1. 申込者は当社に対し、以下のいずれかの事由により当社に⽣じた⼀切の損害、損
失及び費⽤（合理的な範囲の弁護⼠、会計⼠若しくは税理⼠の報酬及び費⽤を含
みます。）を補償します。 

(1) 第 9 条に定める申込者の表明及び保証のいずれかが当該表明保証時点において
事実に反していたこと。 

(15) 第 10 条に定める申込者の遵守事項その他申込者が本契約に基づき負担する義
務の申込者による違反、⼜は不履⾏。 

(16) 次条に定める回収⾦その他の⾦銭の⽀払の申込者による遅延。 
6. 申込者は前項に係る補償⾦額について当社より請求があった場合には、当該補償

⾦額を、当社の指定する⼝座へ振込⼊⾦する⽅法により直ちに⽀払うものとしま
す。 
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第 12 条（回収業務の委任） 
1. 本件譲渡と同時に、当社は、申込者を受任者として、本条及び第 14 条に定める条
件で、対象債権に関する事務（以下「回収業務」という。）を委任するものとし
ます。 

7. 申込者は、前項の委任に基づき、弁護⼠法（昭和 24年法律第 205 号、その後の改
正を含みます。）その他の法令に抵触しない範囲内において、対象債権につい
て、善良なる管理者の注意をもって取引先企業から対象債権を回収するものと
し、取引先企業からの回収⾦を、当社が別途指定する⽇時までに当社の指定する
⼝座に⽀払うものとします。 

8. 申込者は、第 1 項の委任に基づき回収業務を⾏うにあたり、対象債権の⽀払が取
引先の⽀払期⽇より遅延した場合には、すみやかに遅延の事実及び対象債権の管
理状況を当社に報告しなければならないものとし、かつ、取引先企業から当該対
象債権を回収したときには、直ちに当社の指定する⼝座に⽀払うものとします。 

9. 前 2 項の定めにかかわらず、申込者が第 1 項の委任に基づき回収業務を⾏うにあ
たり、対象債権について相殺が⾏われた場合には、対象債権に関し申込者の弁済
の受領があったものとみなし、申込者は、取引先企業からの回収⾦を取引先の⽀
払期⽇⼜は当社が別途指定する⽇のいずれか早い⽇に当社の指定する⼝座に⽀払
うものとします。また、申込者は、原契約について取引先企業から期限前弁済、
相殺の申出があった場合には、当社に対し遅滞なくこれを通知するものとしま
す。 

10. 振込⼿数料、その他の取⽴事務に係る⼀切の費⽤は、申込者の負担とします。 
 
第 13 条（回収状況の報告等） 
1. 申込者が第 12 条第 1 項の委任に基づき回収業務を⾏う場合において、当社は、当

社の権利保全の為に必要と認めた場合は、申込者に対し、申込者が通常の業務で
知り得る範囲、かつ、取引先企業との間の契約上の守秘義務に反しない範囲で、
対象債権に関する情報の提供を求めることができるものとします。 

11. 申込者が第 12 条第 1 項の委任に基づき回収業務を⾏う場合において、申込者は当
社から請求があったときは、直ちに対象債権に係る取⽴の状況を報告しなければ
ならないものとします。 

12. 申込者が第 12 条第 1 項の委任に基づき回収業務を⾏う場合において、前項にもか
かわらず、取引先企業からの期限前弁済、相殺、取引先の⽀払期⽇延期の申出、
その他対象債権の弁済に関する重⼤な事実が⽣じたとき⼜はそのおそれがあると
きは、申込者は当社から請求がなくても、直ちにその旨を当社に報告し、その対
応につき協議しなければならないものとします。 

13. 申込者が第 12 条第 1 項の委任に基づき回収業務を⾏う場合において、原契約につ
き、以下の各号の事由が判明した場合、当社に対しこれを報告するものとし、そ
の対応につき協議しなければならないものとします。このほか、申込者は、取引
先企業から対象債権に関する情報の提供を受けたときは、適⽤される法令⼜は契
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約上の守秘義務に抵触しない限度でかかる情報を当社に対して報告しなければな
らないものとします。 

(1) 取引先企業に第 9 条第 2 項第 14 号に定める事態が⽣じ、⼜は⽣じるおそれが
ある場合。 

(2) 原契約につき、取引先企業から、通常の取引内容から判断して異常な数量、回
数、⾦額、その他内容⼜は条件による取引の申込みがあった場合。 

(3) 原契約⼜は対象債権の発⽣原因につき、取引先企業との間で紛争が⽣じ、対象
債権に対する⽀払いが円滑に実施されないおそれがある場合。 

(4) 原契約⼜は原契約により提供される商品若しくはサービスにつき著作権、⼈格
権、財産権その他の第三者の権利の侵害⼜は法令違反の主張が第三者からなさ
れた場合。 

(5) 前各号のほか、別途当社が定める場合。 
14. 申込者が第 12 条第 1 項の委任に基づき回収業務を⾏う場合において、申込者は、

申込者⼜は取引先企業について次に該当する事実が発⽣した場合⼜は当該事実の
発⽣を知った場合には、遅滞なく、かかる事実を当社に通知するものとします。 

(1) 解散若しくは合併、会社分割、株式交換、株式移転、株式交付その他の組織再
編⾏為 

(2) 営業譲渡若しくは事業譲渡⼜は重要な資産の譲渡 
(3) 死亡若しくは所在不明等⼜は後⾒、保佐若しくは補助開始の審判⼿続の開始 
(4) 資本の減少 
(5) 対象債権について重要な影響を与える、⼜は、そのおそれのある客観的な事実 
(6) その他申込者⼜は取引先企業の運営、財政状態等に重要な影響を与える、⼜

は、そのおそれのある客観的な事実 
15. 申込者は原契約について、次に該当する条件については事前に当社の同意を得る

ことなく変更をしないものとします。 
(1) 対象債権が⾦銭債権の⼀部である場合の当該⾦銭債権の全部の額⾯⾦額 
(2) 対象債権に係る額⾯⾦額及び請求⾦額 
(3) 取引先の⽀払期⽇ 
(4) 対象債権の債務者 
(5) その他当社の利益に重⼤な影響を及ぼす条件 

16. 当社は、当社が必要と認めた場合（申込者が当社に届け出た連絡先を⽤いても申
込者と連絡が取れない場合を含みますが、これに限られません。）、申込者と取
引がある⾦融機関に連絡するなどの調査を⾏うことができるものとします。な
お、当社は、かかる措置によって申込者に損害、損失⼜は費⽤等が⽣じたとして
も、かかる損害、損失⼜は費⽤等について、⼀切責任を負いません。 

 
第 14 条（回収業務の委任の終了） 
1. 当社は、いつでも申込者に通知することにより、対象債権に関する回収業務の委
任を、解除することができるものとします。 

17. 前項により回収業務の委任が解除された場合、申込者は、当社の請求により、当
社に対して、申込者が占有する対象債権に係る原契約その他の関連書類（書⾯に
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限ります。）の現実の引渡しを⾏うなど、当社が以後直接⼜は第三者に委託して
回収業務を遂⾏するため必要な⾏為を⾏います。 

 
第 15 条（当社の承諾事項） 

当社は、以下の項⽬について承諾するものとします。 
(1) 当社は、本件譲渡から⼜はこれに関連して⾃⼰が被る⼀切の危険を⾃ら負担す

ること。 
(2) 当社は、買取⽇の前後を問わず本件譲渡が⾏われたこと及び本件譲渡の内容を

第三者に開⽰⼜は漏洩しないこと。ただし、以下に掲げる場合にはこの限りで
はなく、以下の(iv)ないし(vii)までの場合において、開⽰先の第三者が法律上
守秘義務を負う者でないときは、当社は、当該第三者に本契約と同等の秘密保
持義務を負わせ、その義務を遵守させるものとします。 

(i) 利⽤規約若しくは本契約で別途定める場合⼜は申込者が開⽰につき特に
承諾を与えた場合 

(ii) 法令の規定に基づき開⽰が要求される場合 
(iii) 政府機関からの要求により開⽰される場合 
(iv) 当社が本サービスの業務の全部⼜は⼀部を委託する場合において、当該

業務委託に必要な範囲で、委託先に開⽰する場合 
(v) 申込者に本サービスを紹介した者に対し、当該申込者と当社の間で本契

約が締結されたことを知らせるために、その旨を開⽰する場合 
(vi) 銀⾏、保険会社その他の⾦融機関に対し、当社への与信判断（保険契約

の締結に係る判断も含まれますが、これに限られません。）のために必
要な範囲内において開⽰される場合 

(vii) 当社が依頼する社外の業務受託者及び弁護⼠、公認会計⼠、税理⼠、コ
ンサルタント、ファイナンシャルアドバイザーその他のアドバイザー、
当社の既存株主、潜在株主その他の当社に対する投資家⼜は潜在的投資
家、当社⼦会社に対し、合理的かつ必要最⼩限の範囲内において開⽰さ
れる場合 

 
第 16 条（対象債権の買戻し） 

申込者は、当社に対し対象債権の買戻しに係る義務を負わないものとし、かつ、
対象債権を再購⼊する選択権も付与されていないものとします。ただし、第 9条第
3 項及び第 10条第 2 項に従い本契約が解除された場合において対象債権に係る買取
元本の⾦額を当社に返還することを妨げるものではありません。 

 
第 17 条（遅延損害⾦） 

申込者は、第 12 条の各規定に基づく⽀払義務を当該規定に定める⽇に履⾏しな
かった場合には、その翌⽇から当該⽀払義務を履⾏していない⾦額に対し、年率
14％（ただし、法令等に反しない限りとします。）の遅延損害⾦を 365 ⽇の⽇割計
算にて⽀払うものとします。 
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第 18条（諸届出） 
1. 次の各号の場合には、申込者は当社に届け出て当社が指定する⼿続を⾏うものと

します。 
(1) 合併、会社分割、解散⼜は事業譲渡 
(17) 名称、商号、代表者、住所、電話番号、メールアドレスその他の届出事項の変

更 
(18) その他本契約に関し重要と認められる事項 

18. 前項の届出が遅れたために⽣じた⼀切の損害について当社はその責任を負わない
ものとします。 

19. 第 1 項の届出が遅れ⼜は届出を怠ったために、本契約に基づき⾏われた通知が遅
延し若しくは到達しなかった場合には、当該通知は通常到達すべき時点で到達し
たものとみなします。 

 
第 19条（準拠法及び合意管轄） 
1. 本契約は⽇本法に準拠するものとします。 
20. 本契約に基づく取引に関して紛争が⽣じた場合は、当社の本社所在地を管轄する
裁判所を管轄裁判所とします。 

 
 
2017年 11⽉ 13 ⽇ 制定 
2018年 12⽉ 6 ⽇ 改定 
2020年 3⽉ 6 ⽇ 改定 
2020年 3⽉ 31 ⽇ 改定 
2020年 10⽉ 19⽇ 改定 
2023年 1⽉ 13 ⽇  改定 
2024年 10⽉ 17 ⽇ 最終改定 


